
地方独立行政法人法に基づく前橋工科大学に係る各種手続について

　①各事業年度に係る業務の実績に関する評価について

　②財務諸表の承認について

　③剰余金の使途に係る承認について

法人は、毎事業年度、財務諸表を作成し、当該事業

年度の終了後3月以内に市長に提出し、その承認を

受けなければならない（法34条1項）。 

財務諸表の提出 

意見の事前聴取 

財務諸表の承認 財務諸表の公告 

【中期計画に定めた剰余金の使途】 
教育研究の質の向上及び組織運営の改善に

充てる。 

法人 市長 

評価委員会 

市長は、財務諸表を承認しようとするときは、あらかじ

め、評価委員会の意見を聴かなければならない（法

34条3項）。 

法人の決算等に伴い必要となる手続・・・毎年度定例的なもの 
  ①各事業年度に係る業務の実績に関する評価（法28条） 
  ②財務諸表の承認（法34条） 
  ③剰余金の使途に係る承認（法40条）＝決算時に生じた剰余を目的積立金とするための手続 

法人は、各事業年度における業務の実績について、評

価委員会の評価を受けなければならない（法28条1項）。 

業務実績に関する 
報告書の提出 

業務実績に 
関する評価 法人への結果通知 

法人 

評価委員会は、評価を行ったときは遅滞なくその評価結

果を法人に対して通知しなければならない（法28条3項）。 

市長への結果報告 

公表 

評価委員会（事務局：行政管理課） 

議会に報告 
評価委員会は、法人に対する通知を行ったときは遅滞

なく市長に報告するとともに、公表しなければならない

（法28条4項）。 

市長は、評価委員会から報告を受けたときは、その旨を

議会に報告しなければならない（法28条5項）。 

法人は、毎事業年度、積立金として整理すべき残余

があるとき、市長の承認を受けて、その残余の全部

又は一部を中期計画に定める剰余金の使途に充て

ることができる（法40条3項）。 

剰余金使途に係る 
承認の申請 

意見の事前聴取 

剰余金使途の承

認 
法人の目的積立金 

法人 市長 

評価委員会 

市長は、剰余金の使途に係る承認をしようとするとき

は、あらかじめ、評価委員会の意見を聴かなければ

ならない（法40条5項）。 

法人 

市長 

６月下旬 

６月下旬 

６月下旬 

９月下旬 

９月下旬 

１０月中旬 

１０月中旬 
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